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平成２６年６月２７日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号 第二次納税義務納付告知処分取消請求事件 

口頭弁論終結日 平成２６年２月１４日 

 

判       決 

原告         株式会社Ｘ 

被告         国 

処分行政庁      東京国税局長 

 

主       文 

１ 原告の請求を棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

東京国税局長が原告に対して平成２２年５月１９日付けでした株式会社Ａの

平成２０年度法人税の滞納国税本税６億３０４３万８６１９円及びこれに対す

る加算税２億６４７万５５００円についての第二次納税義務に係る納付通知書

による告知処分（ただし、平成２３年５月２３日付け裁決により一部取り消さ

れた後のもの）を取り消す。 

第２ 事案の概要 

原告と株式会社Ａ（以下「滞納会社」という。）は、Ｂの運営に関与してい

た会社であるところ、原告は、滞納会社の唯一の株主として、同社から剰余金

の配当（１８８億９０１１万１５２０円。以下「本件配当」という。）を受け

た。その後、東京国税局長は、本件配当が国税徴収法３９条にいう「第三者に

利益を与える処分」に当たるとして、原告の納付の限度額を１５１億１２０８
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万９２１６円（本件配当の額から源泉所得税額を控除した額）とする、滞納会

社の滞納国税に係る第二次納税義務の告知処分（以下「本件告知処分」という。）

をした。本件は、原告が、本件告知処分（ただし、平成２３年５月２３日付け

裁決により一部取り消された後のもの）が違法であると主張して、その取消し

を求める事案である。 

１ 関係法令等の定め 

（１） 国税徴収法（ただし、平成１９年法律第６号による改正前のもの。以下

「徴収法」という。） 

ア ３９条 

滞納者の国税につき滞納処分を執行してもなおその徴収すべき額に不

足すると認められる場合において、その不足すると認められることが、当

該国税の法定納期限の一年前の日以後に、滞納者がその財産につき行つた

政令で定める無償又は著しく低い額の対価による譲渡（担保の目的でする

譲渡を除く。）、債務の免除その他第三者に利益を与える処分に基因する

と認められるときは、これらの処分により権利を取得し、又は義務を免か

れた者は、これらの処分により受けた利益が現に存する限度（これらの者

がその処分の時にその滞納者の親族その他の特殊関係者であるときは、こ

れらの処分により受けた利益の限度）において、その滞納に係る国税の第

二次納税義務を負う。 

イ ３４条 

法人が解散した場合において、その法人に課されるべき、又はその法人

が納付すべき国税を納付しないで残余財産の分配又は引渡しをしたとき

は、その法人に対し滞納処分を執行してもなおその徴収すべき額に不足す

ると認められる場合に限り、清算人及び残余財産の分配又は引渡しを受け

た者（前条の規定の適用を受ける者を除く。以下この条において同じ。）

は、その滞納に係る国税につき第二次納税義務を負う。ただし、清算人は
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分配又は引渡しをした財産の価額の限度において、残余財産の分配又は引

渡しを受けた者はその受けた財産の価額の限度において、それぞれその責

めに任ずる。 

（２） 国税徴収法施行令１４条 

法第３９条（無償又は著しい低額の譲受人等の第二次納税義務）に規定

する政令で定める処分は、国及び法人税法第２条第５号（公共法人の定義）

に規定する法人以外の者に対する処分で無償又は著しく低い額の対価によ

るものとする。 

２ 前提事実（当事者間に争いがないか、文中記載の証拠及び弁論の全趣旨によ

り容易に認定することができる事実） 

（１） 当事者等 

ア Ｃ（以下「Ｃ」という。）は、平成１１年６月２８日、Ｄ（以下「Ｄ」

という。）及びＥ（以下「Ｅ」という。）とともに、「株式会社Ｆ」の

商号で、企業経営及び財務のコンサルティング等を目的とする会社（現

商号は「株式会社Ｇ」。以下「Ｇ」という。）を設立し、同社の代表取

締役に就任して、投資事業を行うこととした。同社は、平成１２年９月、

関東財務局に投資顧問業者として登録され、平成１３年３月、内閣総理

大臣から投資一任契約の認可を受けた。同社の当時における株主とその

出資割合は、Ｃ（４８パーセント）、Ｈ株式会社（以下「Ｈ」という。）

（４５パーセント）、Ｄ（２パーセント）、Ｅ（２パーセント）、その

他（３パーセント）であった。（乙１、２、３８） 

イ 滞納会社は、平成５年１１月１０日、Ｈを発起人として、「Ｉ株式会

社」の商号で設立された株式会社である（乙６）。Ｃは、休眠中であっ

た滞納会社を買い取り、平成１２年１月６日、その商号を「株式会社Ｊ」

に、その目的を企業経営及び財務のコンサルティング等に変更したが、

平成１６年６月まで、滞納会社をそのまま休眠させていた。その後、滞



 

 4 

納会社は、同月１日、商号を「株式会社Ｋ」に変更し、Ｃは、同月１４

日、同社の代表取締役に就任した。Ｈは、この頃、新たに滞納会社の株

式を取得し、当時における株主とその出資割合は、原告（約４５.３パー

セント）、Ｈ（約４５パーセント）、その他（約９.７パーセント）であ

った。（乙１０、３８、７２） 

ウ 原告は、Ｃが、平成１１年１０月２８日、「有限会社Ｘ」の商号で、

資本金３００万円を全額出資して、文書の作成及び管理等を目的として

設立した会社であり、平成２０年８月１日、現商号に変更した（乙１７、

１８）。 

（２） Ｌの概要 

ア Ｌは、平成１３年１月、タックス・ヘイブン（租税回避地）である英

領ケイマン諸島（以下「ケイマン」という。）の法律に基づき設立され

たリミテッド・パートナーシップである。 

Ｌは、投資家から出資を受けて、日本国内の上場企業等に出資した上、

株主として経営の提言を行い、株価を上昇させた上で株式を売却すること

などによって、投資を回収する事業（以下「本件投資事業」という。）を

行うことを目的としていた。 

Ｌは、ゼネラル・パートナーとリミテッド・パートナーから構成されて

おり、ゼネラル・パートナーは、Ｍであり、リミテッド・パートナーは、

Ｎのほか、本邦や海外の投資家から構成されていた。（甲３２、３３、乙

３８、５９） 

イ Ｍは、平成１２年１２月、Ｌなどの管理等を目的として、ケイマン法

に基づき設立された法人であり、その設立時の役員は、Ｃ、Ｄ、Ｅ及び

その他４名であった。Ｍは、平成１３年１２月１７日の時点において、

議決権付普通株式を５０１株、Ａクラス利益配当株式（各事業年度の配

当等を合計１５０万円まで優先して受け取る権利を有する株式）を３４
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０株、Ｂクラス利益配当株式（Ａクラス利益配当株式に事業年度の配当

等を実施した後、各事業年度の配当等を受け取る権利を有する株式）を

２００株それぞれ発行しており、同日時点において、Ｂクラス利益配当

株式の株主とその出資割合は、Ｎ１１０株（５５パーセント）、Ｈ４０

株（２０パーセント）、Ｄ１８株（９パーセント）、Ｅ１４株（７パー

セント）、その他１８株（９パーセント）であった。 

他方、Ｎも、平成１２年１２月、ケイマン法に基づき設立された法人で

あり、その役員にはＣ、Ｅほか２名が就任した。ＮのＢクラス利益配当株

式（その内容はＭと同一である。）は１００株発行され、平成１３年３月

２６日時点において、その実質的な株主は、Ｃ８０株（８０パーセント）、

Ｄ１０株（１０パーセント）、Ｅ１０株（１０パーセント）であった。（甲

３２、３３、３７、乙３８、６４、７１、７４、７５） 

ウ Ｌは、Ｍに対し、管理費用として、Ｌの出資総額の２パーセントに相

当する金額を毎年支払い、成功報酬として、時価会計により算定される

Ｌの純資産が出資金を超える部分の２０パーセントに相当する金額（以

下「本件成功報酬」という。）を支払うこととされていた（甲３２、乙

７２）。 

エ ＣとＨは、本件投資事業の開始当初、課税を免れるため、本件成功報

酬をケイマン法人であるＭに留保し、将来的にＭの出資者の間で出資割

合に応じて配分することを予定していた。そして、Ｃ、Ｄ及びＥは、Ｈ

に対し、Ｍが発行予定株式（議決権付普通株式５００株と利益参加株式

２００株）を発行した後は、株式の追加発行を行わないことなどを約す

る念書を差し入れた。（甲３７、乙７２、７３） 

オ ＣとＨは、本件投資事業の開始当初、紹介業務（ファンドに出資する

投資家を募集し出資をしてもらう業務）を行った者に対して紹介料を支

払うことを合意した。Ｈは、Ｌなどへの投資を行う一般投資家を募集す
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ることとし、日本国内において「Ｏ投資事業組合」を組成し、その業務

執行組合員となり、同組合に自ら出資するとともに、同組合への出資者

を募集した。同組合への出資者としては、ＣやＤから紹介を受けた投資

家も含まれていた。同組合は、出資金を、Ｌのリミテッドパートナーと

なっている「Ｐ投資事業組合」に出資することにより、Ｌに投資してい

た。また、Ｈは、上記組合からの出資のほか、同社自身でも出資を行っ

ており、Ｈがリミテッドパートナーとして負担する成功報酬は免除され

ていた。（甲３０、３３、乙７２） 

カ Ｌへの最低出資額は原則として１０億円であり、出資総額は、平成１

３年末で約４８２億円、平成１４年末で約５３４億円、平成１５年末で

約５１７億円、平成１６年末で約５６７億円、平成１７年末で約１１８

８億円であった（乙１［９６頁］）。 

他方、Ｍが収受した本件成功報酬は、平成１３年（事業年度）が５億４

４２０万６００円、平成１４年が２億８８８万８５９９円、平成１５年が

１５億４１７５万１１５７円、平成１６年が１７億１８６２万５１４９円、

平成１７年が１１８億５８２９万２９１９円であり、その合計額は、１５

８億７１７６万２４２４円であった（乙７２、７６）。 

（３） Ｌの運営 

ア Ｍは、平成１３年６月２９日、Ｇとの間で投資一任契約（以下「本件

投資一任契約」という。）を締結し、Ｇに対し、Ｌの運用全般を委任し

た（甲１３、乙６１、６５）。 

イ Ｇは、Ｌの投資顧問業務のほか、アクティビスト業務（投資対象の会

社の価値を上げるため、当該投資先会社に株主提案を行うなどの活動を

する業務）を行っていたが、平成１６年６月頃、アクティビスト業務を

分離して、同社のアクティビスト部門等を滞納会社に移管することとし

た。 
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これに伴い、Ｇは、同月１日、商号を現商号に変更し、Ｑ（以下「Ｑ」

という。）が同社の代表取締役に就任した。そして、Ｇは、同月２５日、

滞納会社との間で、Ｌに関するアクティビスト業務につき業務委託契約を

締結した。他方、滞納会社は、同月１日、商号を「株式会社Ｋ」に変更し、

Ｃは、同月１４日、同社の代表取締役に就任した。 

もっとも、その後も、Ｇと滞納会社は、Ｃの主導の下で一体的な経営が

されており、両社の事務所は、平成１６年６月以降、同じビルの同一階に

隣り合って設けられ、個々の従業員がＣから直接指揮命令を受けていた。

（乙１［９５頁］、１０、６５） 

ウ Ｑは、Ｇの代表取締役であったが、年に２、３回開催される同社の取

締役会に出席するのは、Ｃの依頼を受けて、同社の取締役であったＨの

関係者に投資案件の内容を説明する場合に限られていた。また、Ｑは、

Ｇが締結したＭや滞納会社との業務委託契約（後記（４）の契約書に係

るもの）の詳細を把握しておらず、原告の業務内容についても把握して

いなかった。（乙６５） 

エ Ｍは、滞納会社及び原告に対し、Ｌへの投資家の紹介業務又は保守業

務（出資した投資家に対してファンドの投資運用成果と今後の見通しに

関する状況を報告するなどして投資を継続してもらう業務）を委託する

こととし、後記（４）のとおり契約書を締結した。また、Ｍは、Ｄの支

配下にあった株式会社Ｒ（以下「Ｒ」という。）に対し、Ｌへの投資家

の紹介業務及び保守業務を委託した。なお、その他の関連会社として、

Ｄの支配下にあった有限会社Ｓ（以下「Ｓ」という。）と、Ｅの支配下

にあった有限会社Ｔ（以下「Ｔ」という。）とがあり、両社は、平成１

６年１０月３１日の時点において、滞納会社の株主であった（甲３６、

乙３８、弁論の全趣旨）。 

（４） 通常報酬及び成功報酬に関する契約書等 
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ア Ｃ及びＤは、平成１３年５月頃、Ｌに係る本邦での税務上の取扱いに

ついて、税理士から、①ＭとＧとの取引（投資一任業務に係る報酬）に

対しては、移転価格税制が適用となり、その額が独立企業間価格に比べ

て過少である場合には、独立企業間価格でＧの日本における課税所得が

算定されることとなること、②Ｍが日本国内で業務を行っているとされ

た場合には、日本での法人税の課税対象となることなどの指摘を受けた

（甲１３、３２、３７）。Ｃは、平成１４年１２月３１日頃、Ｍの役員

を辞任した（乙７５）。 

イ ＭとＧとの間の契約書 

Ｍ及びＧは、平成１３年６月２９日付けで、本件投資一任契約に関し「投

資一任契約書」（乙６１）を作成した。同契約書には、ＭがＧに対し、投

資顧問報酬として、基準日における受託資産の額に一定の割合を乗じた額

を毎年支払う旨の条項（１０条）があった（乙６１）。 

また、両社は、平成１６年前半頃、平成１３年１２月２１日付けで、「成

功報酬に関する覚書」（乙６２。以下「本件覚書」という。）を作成した。

本件覚書には、Ｍが、Ｇに対し、本件投資一任契約に関し、成功報酬とし

て、Ｍにおいて収受した本件成功報酬の６０パーセントに相当する金額を

支払う旨の条項（１条）があった。 

ウ Ｇと滞納会社との間の契約書 

Ｇ及び滞納会社は、平成１６年６月２５日、同日付け業務委託契約書（乙

３）を作成した。その内容は、Ｇが、滞納会社に対し、本件投資一任契約

に関し、アクティビスト業務を委託する（１条）とともに、当該業務の報

酬として、以下の金額を支払うというものであった。 

    （ア） 上半期の報酬として、毎年１２月末日におけるＬの純資産額の０．

３パーセントに相当する金額（３条１項（１）） 

（イ） 下半期の報酬として、毎年６月末日におけるＬの純資産額の０.３
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パーセントに相当する金額（３条１項（２）） 

（ウ） 上記（ア）及び（イ）にかかわらず、Ｇにおいて本件覚書に基づ

き受領した成功報酬の８０パーセントに相当する金額（３条１項

（３）） 

エ Ｍと滞納会社との間の契約書 

Ｍ及び滞納会社は、平成１６年１２月２８日頃、同日付け「投資家の保

守業務に関する契約書」（乙６８）を作成した。その内容は、Ｍが、滞納

会社に対し、投資家の保守業務を委託する（１条）とともに、当該業務の

報酬として、以下の金額を支払うというものであった。 

（ア） 上記業務の報酬として、委託投資家の毎年６月末日及び１２月末

日における預かり資産額の０.３７５パーセントに相当する金額（４

条） 

（イ） 上記業務の追加報酬として、委託投資家からＬへの投資が行われ

その純資産額が増加した場合における当該増加額の０.３７５パー

セントに相当する金額（５条） 

（ウ） 上記業務の成功報酬として、Ｍにおいて受領した本件成功報酬の

４０パーセントに相当する金額（６条） 

オ Ｍと原告との間の契約書 

Ｍ及び原告は、平成１６年前半頃、平成１２年１２月３１日付けで、「投

資家の紹介業務に関する報奨金契約書」（乙９８）を作成した。その内容

は、①Ｌに関する紹介業務及び保守業務について、Ｍが原告に対して委託

すること、②Ｍは、原告に対し、上記業務の報酬として、業務報酬（４条）

と成功報酬（５条）を支払い、成功報酬はＭが収受した本件成功報酬の４

０パーセントに相当する金額とするというものであった（甲３７、乙７１、

９８）。 

なお、原告、滞納会社及びＲがＭから受領することとされていた上記の
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各成功報酬は、本件成功報酬の４０パーセントに相当する金額のうち、各

社が担当した投資家に係る出資業務等に対応する部分をいうものである

（甲４０）。 

（５） 滞納会社における通常報酬及び成功報酬の受領状況等 

（以下、滞納会社の平成１５年１１月１日から平成１６年１０月３１日ま

での事業年度を「平成１６年１０月期」、同年１１月１日から平成１７年

１０月３１日までの事業年度を「平成１７年１０月期」、同年１１月１日

から平成１８年１０月３１日までの事業年度を「平成１８年１０月期」、

同年１１月１日から平成１９年１０月３１日までの事業年度を「平成１９

年１０月期」という。） 

ア 通常報酬 

滞納会社は、通常報酬として、Ｇから、上記（４）ウ（ア）及び（イ）

の条項に基づき、平成１６年１０月期において１億４５６５万７３４４円

を受領した。また、滞納会社は、Ｇからは、上記の各条項に基づき、Ｍか

らは上記（４）エ（ア）及び（イ）の条項に基づき、平成１７年１０月期

において合計７億１２２６万９２４２円を受領し、平成１８年１０月期に

おいて合計４億７８０４万９６５８円を受領し、これらを売上として計上

した。 

イ 成功報酬 

滞納会社は、Ｇからは上記（４）ウ（ウ）の条項に基づき、また、Ｍか

らは上記エ（ウ）の条項（以下、これらの条項を併せて「本件成功報酬条

項」という。）に基づき、平成１７年１０月期において、９億９５５４万

６３７４円を受領し、また、平成１８年１０月期において、６５億３２６

０万３００２円を受領し、これら合計７５億２８１４万９３７６円を売上

として計上した（以下この金額を「本件係争売上金額」という。）。その

具体的な受領状況は別紙２のとおりである。 
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なお、滞納会社が、Ｍが収受した本件成功報酬に由来する金員を、平成

１６年１０月期以前の時期において受領していたことを認めるに足りる

証拠はない。 

（６） 本件投資事業の手仕舞い 

ア Ｃは、Ｌ等において、株式会社Ｕの株式の買い付けと売却を行い、多

額の利益を得ていたところ、Ｃ及びＧは、平成１８年６月２３日、上記

の取引に関して、証券取引法（インサイダー取引の禁止）違反の公訴事

実で東京地方裁判所に起訴された。これに伴い、Ｃは、同年７月２８日

付けの文書により、出資者に対し、Ｌを清算する旨の通知を行った。（乙

１、５５） 

イ Ｌのファンド・マネージャーは、同年４月末頃、シンガポール共和国

法人のＶに変更された（乙５５）。また、Ｃは、同年５月２２日、滞納

会社の代表取締役を辞任した（乙１０）。 

ウ Ｈは、Ｇの株式９９０株（４５パーセント）を保有していたところ、

同月１５日頃、これをＧに対して１４億５８０万円で売却した（乙７８、

８４）。また、Ｈは、滞納会社の株式５３３８株（約４５パーセント）

を保有していたところ、同日頃、これを滞納会社に対して２６億９８３

５万９０００円（１株当たり５０万５５００円）で売却した（乙２６）。

上記売却の金額の決定については、ＨがＤＣＦ法等による将来価値を含

む売却価格とすべきであると主張し、Ｃが本件成功報酬の２０パーセン

ト（ＨのＭへの出資割合）であると主張して、交渉が難航したが、上記

の売却価額合計４１億４１５万９０００円は、Ｈの出資元本と本件成功

報酬総額１５８億７１７６万２４２４円の２０パーセント相当額との合

計額である４１億１９３５万２４８５円に見合うものであった（甲３４、

３７、乙７２）。 

エ Ｅは、平成１８年４月頃、原告及びＨ以外の５名の者が保有していた
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滞納会社の株式（合計１１５１株）を、総額５億８１８３万５００円（１

株当たり５０万５５００円）で取得し、その後、同年９月２８日、原告

に対し、これを２０億９３８９万９２００円（１株当たり１８１万９２

００円）で売却した（乙１５、２４、２７）。 

オ Ｄは、成功報酬の形でＭから支払を受けていたＲ及びＳの株式を、平

成１８年９月から１２月にかけて売却し、合計約９億円の利益を得た（乙

７９、８０、弁論の全趣旨）。 

カ 上記ウ及びエの結果、原告は、平成１８年１０月期末において滞納会

社の唯一の株主となった。 

（７） 滞納会社の原告に対する本件配当の実施等 

ア 本件配当の原資等 

（ア） 滞納会社の損益計算上、平成１７年１０月期における売上高（以

下「平成１７年１０月期売上」という。）は２９億５６５万７１３

２円であり、当期未処分利益の額は４４億９６９６万３８７１円で

あったところ、当該金額が次期繰越利益として処理された（乙２８

〔損益計算書〕）。 

（イ） 滞納会社は、平成１８年１月４日、麻布税務署長に対し、平成１

７年１０月期の法人税について、受取配当等の益金不算入などの減

算要素を計上し、欠損金額を９２億７１０３万２７７円とし、還付

金額を２０億６２４４万６４９６円とする確定申告書を提出し、麻

布税務署長は、平成１８年１月１３日、上記還付金額の支払決定を

して、同金額を滞納会社に還付した（乙１５、３２）。 

（ウ） 滞納会社の損益計算上、平成１８年１０月期における売上高は１

２１億１１１６万３２７５円であり、当期純利益の額は１５８億６

０９６万５４８１円であった（乙２９）。そして、上記（ア）の繰

越利益の額に上記当期純利益の額を加え、平成１８年１０月２６日
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に行われた利益剰余金の配当額１０００万円を控除した２０３億４

７９２万９３５２円が、同社の同期末における利益剰余金となった

（乙５７）。 

（エ） 滞納会社は、同年６月２６日、資本金の額を５０００万円から１

０００万円に減少させるとともに、資本準備金の額を４億６０４３

万２１４円から０円に減少させ、その合計額５億４３万２１４円を

資本剰余金へ振り替えた（乙１０、２９〔株主資本等変動計算書〕、

４８）。 

（オ） 滞納会社の平成１８年１０月期末における資産の額は、１９４億

６０８６万５８５円、その純資産の額は、１８９億２８４万３２８

２円であった（乙２９〔貸借対照表〕）。 

（カ） 滞納会社は、平成１９年１月５日、麻布税務署長に対し、平成１

８年１０月期の法人税について、確定申告書を提出した。同確定申

告においては、繰越欠損金を控除し、所得金額は０円とされていた

（乙１６）。 

イ 本件配当の実施 

（ア） 滞納会社は、平成１８年１１月２４日、定時株主総会を開催し、

上記ア（ウ）の利益剰余金を原資として、同年１０月３１日午後５

時現在の株主名簿に記載された株主、すなわち原告に対し、１８８

億９０１１万１５２０円の剰余金配当（本件配当）を実施して、同

年１１月２４日を配当が効力を生ずる日とする旨の議案の賛否を諮

り、これが承認可決された（甲１０）。 

（イ） 上記（ア）の本件配当の額から源泉所得税額３７億７８０２万２

３０４円を控除した１５１億１２０８万９２１６円が、平成１９年

１月１１日、９０億円と６１億１２０８万９２１６円の２度に分け

て、原告の普通預金口座に振り込まれた。 
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ウ 原告の確定申告 

原告は、平成１７年１２月１日から平成１８年１１月３０日までの事業

年度（以下「平成１８年１１月期」という。）の法人税の確定申告をした

が、その内容は、当期利益金額を２５８億３７７６万３７６７円としたも

のの、受取配当等の益金不算入額（本件配当を含むもの）２５５億６３２

７万５０６５円などの減算により、所得金額を０円とするものであり、か

つ、本件配当に係る源泉所得税額３７億７８０２万２３０４円につき還付

を受ける旨のものであった。その結果、原告においては、本件配当金に係

る利益につき租税負担が生じないこととなった（乙１９）。 

エ 滞納会社のその後の状況 

（ア） 滞納会社の決算報告書上、平成１９年１０月期以降、本件告知処

分に至るまでの間、売上高の計上はなかった（乙５１ないし５３）。

また、滞納会社は、平成１８年１０月３１日に本店所在地の事務所

の賃貸借契約を解除し、事務所から退去した（乙５４）。 

（イ） 滞納会社は、本件配当の決議を行った株主総会において、取締役

報酬金額を３０００万円以内とする決議も行い、平成１８年５月に

滞納会社の代表取締役に就任していたＤに対して、平成１９年４月

までの間、役員報酬等を支払っていた（甲１０、２２、乙８）。ま

た、平成１９年６月までの間、その資産は５０億円以上計上されて

いたが、その後は７０００万円程度となった（甲２５）。なお、滞

納会社は、平成１８年１２月、株式譲渡の違約金に関して民事訴訟

を提起した（甲２６）。 

（ウ） 滞納会社は、平成２０年７月２４日、商号を現商号に変更し、Ｗ

が同社の代表取締役に就任した。そして、滞納会社は、同年８月７

日、麻布税務署長に対し、同年７月２５日に休眠した旨の届出をし

た（乙１４）。 
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（８） 滞納会社等における修正申告等 

ア 東京国税局は、Ｃ、Ｄ、Ｇ、滞納会社、原告などについて税務調査を

行い、本件成功報酬条項等に基づいて滞納会社等が受領した金員は滞納

会社等の売上ではなく、本件係争売上金額等を減算し、預り金として処

理するとともに、その一部はＣの所得として認定すべきであるなどの見

解を有していたところ、Ｃはこれを否定する意見を複数回にわたって述

べて争った（甲１３、２７、３０、乙６３、６４、７１）。そして、東

京国税局が、上記の見解に立って、Ｃに対し、①Ｃ個人の平成１７年分、

平成１８年分の所得税の修正申告、②滞納会社の平成１７年１０月期の

法人税の修正申告（平成１８年１０月期は減額更正を予定すること）を

慫慂し、原告の平成１７年５月期から平成１９年１１月期までの法人税

の減額更正などを予定し、その内容をなす考え方や数値を伝えたところ、

Ｃはこれに従った修正申告をする意思があること、滞納会社に対しては

当時の経営者等に対して修正申告を行うよう申し入れることを表明した

（甲２７、乙５８）。 

イ 本件修正申告 

滞納会社は、平成２０年７月２３日、麻布税務署長に対し、平成１７年

１０月期の法人税について、上記（７）ア（イ）の確定申告に係る還付金

額２０億６２４４万６４９６円を６億８５７７万５５４３円に修正し、そ

の差額１３億７６６７万９００円（百円未満切捨て）を納付すべき税額と

する旨の修正申告書を提出した（以下、「本件修正申告」といい、これに

係る申告書を「本件修正申告書」という。）。本件修正申告においては、

「売上（Ｇ分）」が過大計上であるとされ、９億９５５４万６３７４円が

所得金額から減算されている（乙１１別表４）。そして、麻布税務署長は、

平成２０年７月２９日、本件修正申告に係る過少申告加算税額を２億６４

７万５５００円とする旨の賦課決定をした。 
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ウ 本件更正処分 

麻布税務署長は、平成２０年７月２９日、滞納会社の平成１８年１０月

期の法人税について、減額更正処分（以下「本件更正処分」という。）を

行った。本件更正処分においては、Ｇ及びＭを売上先とする売上６５億３

２６０万３００２円が過大計上であるとされ、所得金額から減算されてい

る。なお、本件更正処分により納付すべき税額に変動はなかった。（乙３

４） 

（９） 本件告知処分に至る経緯等 

ア 麻布税務署長は、平成２０年９月１２日、滞納会社に対し、本件修正

申告により納付すべきこととなった法人税１３億７６６７万９００円の

うち６億３０４４万４５７２円及び上記（８）イの過少申告加算税２億

６４７万５５００円について、各納期限までに納付されなかったことか

ら、国税通則法３７条の規定に基づき督促状を送付した。 

イ 処分行政庁は、同月２６日、国税通則法４３条３項の規定に基づき麻

布税務署長から上記の滞納国税について徴収の引継ぎを受けた（乙３５

の１及び２）。 

ウ 滞納会社の同年１０月３１日時点における資産は、現金・預金１万２

５２９円、未収入金７９３３円の合計２万４６２円であった（乙５１）。 

エ 処分行政庁は、平成２１年１０月２３日、上記の未納法人税のうち、

その時点においても未納であった６億３０４３万８６２２円及び上記の

未納過少申告加算税２億６４７万５５００円について、滞納会社の財産

として、滞納会社が原告に対して有する、平成１９年１月１１日に原告

が配当金として交付を受けた１８８億９０１１万１５２０円のうち、会

社法４６１条に規定する分配可能額を超えて交付を受けた配当金６０億

７０３３万１６０６円の返還請求権を差し押さえた（甲１８）。 

オ 滞納会社の平成２１年１０月３１日時点における資産は、現金・預金
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１８万８４５１円及び未収入金３円の合計１８万８４５４円であった

（乙５２）。 

カ 処分行政庁は、平成２２年２月１２日、上記の財産の差押えを解除し

た（甲２０）。 

キ 処分行政庁は、同年５月１９日、上記の未納法人税のうち、その時点

においても未納であった６億３０４３万８６１９円及び上記の未納過少

申告加算税２億６４７万５５００円（以下、併せて「本件滞納国税」と

いう。）について、滞納会社の財産に滞納処分を執行してもなおその徴

収すべき額に不足すると認められるとして、原告に対し、徴収法３９条

の規定に基づき、納付通知書により、本件配当の金額である１５１億１

２０８万９２１６円を納付の限度額とする第二次納税義務を負う旨の告

知処分（本件告知処分）をした（乙３６）。 

なお、原告の第二次納税義務は、原告について発生した還付金の充当等

により履行済みである。 

（１０） 本件訴訟に至る経緯等 

ア 原告は、平成２２年５月２８日、国税不服審判所長に対し、本件告知

処分の全部の取消しを求める旨の審査請求をした。 

イ 国税不服審判所長は、平成２３年５月２３日、本件告知処分のうち、

納付すべき限度の額につき７５億２８１４万９３７６円を超える部分を

取り消す旨の裁決（以下「本件裁決」という。）をし、本件裁決は、同

月２６日、原告に通知された（甲３の１及び２）。本件裁決の理由は、

本件配当の全部が、直ちに徴収法３９条に規定する「第三者に利益を与

える処分」に該当するということはできないが、本件成功報酬条項に基

づく滞納会社の売上合計７５億２８１４万９３７６円は、Ｍの受領する

本件成功報酬に相当する利益を分配したもので、当該売上に相当する配

当額については、「第三者に利益を与える処分」に該当するというもの
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であった（乙３８）。 

ウ 原告は、同年１１月２２日、本件訴えを提起した（当裁判所に顕著な

事実）。 

３ 争点及び争点についての当事者の主張 

本件の主たる争点は、本件配当が徴収法３９条にいう「第三者に利益を与え

る処分」に当たるか否かであり、具体的には、①本件配当には、配当原資の算

出の基礎となり得ない過大な売上が含まれているなどの点からして「第三者に

利益を与える処分」に当たるといえるか（争点１）、②本件配当は、実質的に

みて解散した会社における残余財産の分配（徴収法３４条）と同視することが

できるという点からして「第三者に利益を与える処分」といえるか（争点２）

が争われている。 

（被告の主張の要旨） 

（１） 徴収法３９条の第二次納税義務 

ア 徴収法３９条に定める第二次納税義務の制度趣旨について 

徴収法第三章（同法３２条ないし４１条）に定める第二次納税義務の制

度は、形式的には第三者に財産が帰属している場合であっても、実質的に

は、納税者にその財産が帰属していると認めても公平を失しないようなと

きにおいて、形式的な権利の帰属を否認して私法秩序を乱すことを避け、

形式的に権利が帰属している者に対して補充的に納税義務を負担させる

ことにより、徴税手続の合理化を図るために認められた制度であり、本来

の納税義務者の財産につき滞納処分をしても徴収すべき国税に不足する

と認められる場合に限り、その者と一定の関係がある者に対し、第二次的

にその納税義務を負わせるものである。 

すなわち、徴収法が規定する第二次納税義務は、租税徴収の確保を図る

ため、租税負担の公平性の観点を重視し、一定の第三者に対し、補充的に

納税上の責任を負わせる制度であるといえる。 
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そして、徴収法３９条の第二次納税義務は、納税者が無償又は著しい低

額で財産を処分し（以下「無償譲渡等」という。）、そのため納税が満足

にできないような資産状態に立ち至らせた場合において、その受益者に対

して直接第二次納税義務を負わせる制度である。 

第二次納税義務の上記制度趣旨に鑑みれば、徴収法３９条の制度趣旨に

ついても、租税負担の公平性の観点が根底にあることは明らかであり、同

条に規定する第二次納税義務の賦課に当たっては、租税負担の公平性の観

点を踏まえた上で判断されるべきである。 

イ 徴収法３９条に定める無償譲渡等について 

徴収法３９条の無償譲渡等は、特定の行為類型に属する処分行為よりも

広い概念であるといえ、①第三者に異常な利益を与えるものであるか否か、

②実質的にみてそれが必要かつ合理的な理由に基づくものであるか否か

という観点によって判断されるべきものである。 

また、会社法における剰余金配当の全てが否定されるものではないが、

徴収法３９条の規定に照らし、違法配当に限定して同条が適用されるべき

理由はなく、たとえ適法な配当であっても、同条の要件を満たせば、同条

の無償譲渡等に該当する場合があるというべきである。 

（２） 本件配当が第三者に異常な利益を与え、実質的にみて必要かつ合理的な

理由に基づかないものであること（争点１） 

ア 上記（１）イの観点からすると、下記のとおり、本件配当は、第三者

に異常な利益を与え、実質的にみて必要かつ合理的な理由に基づかない

ものである。 

（ア） 本件配当が配当原資に含まれない金額を基礎として計算されてい

ること 

本件配当は、平成１８年１０月３１日現在の滞納会社の利益剰余金

を原資とするものであるところ、当該利益剰余金額には、本来算出の
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基礎となり得なかった金額が含まれている。 

① 過大計上された売上合計７５億２８１４万９３７６円が含まれ

て算出されていること 

滞納会社は、本件修正申告において、売上９億９５５４万６３７

４円を所得金額から減算した（乙１１別表４）。すなわち、滞納会

社の平成１７年１０月期における確定した決算に基づく損益計算

書の当期利益金額３４億９４５５万８２６７円は、上記減算額が過

大に計上された売上高を基礎として算出された計数である。 

そして、滞納会社の平成１８年１０月期における「繰越利益剰余

金」の「前期末残高」４４億９６９６万３８７１円は、滞納会社の

平成１７年１０月期の当期利益金額３４億９４５５万８２６７円

を含むものである。 

         また、本件更正処分において、Ｇその他Ｌ関連法人に対する売

上として計上されていた６５億３２６０万３００２円が、実際に

は滞納会社の収益ではないとして所得金額から減算されている。

すなわち、平成１８年１０月期の滞納会社の確定した決算に基づ

く損益計算書の当期純利益金額１５８億６０９６万５４８１円は、

上記減算額が過大に計上された売上高を基礎として算出された計

数である。 

このように、本件配当は、配当原資に、いずれも過大計上された

平成１７年１０月期の売上に相当する９億９５５４万６３７４円

及び平成１８年１０月期の売上に相当する６５億３２６０万３０

０２円の合計７５億２８１４万９３７６円が含まれて算出されて

いる。 

② 本件修正申告により納付することとなった１３億７６６７万９

００円が含まれて算出されていること 
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滞納会社は、本件修正申告において、確定申告によって既に還付

を受けた還付金額２０億６２４４万６４９６円を６億８５７７万

５５４３円に修正し、その差額１３億７６６７万９００円を納付す

べき税額としている。 

滞納会社の平成１７年１０月期の当期利益金額３４億９４５５

万８２６７円は、法人税等還付額２０億６２４４万６４９６円を含

むものであるが、同期の確定した決算に基づく損益計算書の法人税

等還付額は、上記差額１３億７６６７万９００円の分だけ過大に計

上されていたことになる。 

そして、この過大に計上された法人税等還付額を基礎として平成

１７年１０月期の当期未処分利益金額４４億９６９６万３８７１

円が算出され、これが滞納会社の平成１８年１０月期における繰越

利益剰余金となっている。 

このように、本件配当は、配当原資に、本件修正申告により納付

することとなった法人税の還付金額の差額１３億７６６７万９０

０円が含まれて算出されている。 

③ 小括 

以上のとおり、本件配当の配当原資である滞納会社の平成１８年

１０月期の利益剰余金額２０３億４７９２万９３５２円には、本来

算出の基礎となり得なかった金額が含まれていたのであるから、原

告は、本件配当によって異常な利益を得ていたというべきである。 

そして、適正な会計処理に基づかずに行われた本件配当は、実質

的にみて必要かつ合理的な理由により行われたとはいえない。 

（イ） 一般の株式配当に比べて著しく高額の配当を実施していること 

平成１８年当時の東証一部上場会社における株式平均利回りにつ

いてみると、概ね株価の lパーセント程度であった。滞納会社の株価



 

 22 

は、平成１８年５月頃には l株５０万５０００円であったものが、本

件配当が実施される２か月前の同年９月頃には、１株１８１万９２０

０円になっているところ、本件配当における配当額は、１株当たり２

８９万５４８０円であったから、本件配当は、通常の経済活動におけ

る配当に比し、著しく高額の配当であったことが認められ、このこと

は、本件配当が原告に異常な利益を与えるものであったことを示して

いる。 

（ウ） 資本金及び資本準備金を資本剰余金に振り替えて分配可能額を大

きくしていること 

滞納会社は、本件配当が行われた平成１８年１０月期に資本金４０

００万円及び資本準備金の全額４億６０４３万２１４円を減少させ、

その合計額５億４３万２１４円を資本剰余金へ振り替え、資本剰余金

を１２億４３０６万４６０３円とした。上記減資等により、滞納会社

は、原告に対して、より多くの配当を実施することができるようにな

った。 

ところで、原告の唯一の株主であるＣは、平成１８年５月後半から

証券取引法違反で取調べを受けており、自身が同法違反容疑で逮捕、

起訴される可能性について認識していたものと推認されるところ、滞

納会社は、Ｃが同法違反で逮捕、起訴されたならば、事業を停止し、

滞納会社の利益剰余金を分配することを予定していたものと推認さ

れる。 

上記（ア）の事情に加え、原告は、事業を停止して過大に保有する

に至った滞納会社の財産からより多くの分配を原告が受けられるよ

う企図し、滞納会社をして、あらかじめ資本金及び資本準備金の減資

をした上、その資産の大部分をもって本件配当を行わせたと認められ

るのであるから、本件配当は、実質的にみて必要かつ合理的理由に基
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づかず、原告に異常な利益を与えるものと評価されるべきである。 

（エ） 本件配当に係る利益については租税負担が生じないように処理さ

れていること 

Ｃは、滞納会社の代表取締役を務めたほか、原告の唯一の株主であ

るなど、Ｇ、滞納会社、原告等の会社を一体として統括して運営して

いた（以下、これらの会社を総称して「Ｂ」という。）ところ、本件

配当当時、Ｂの関連事業を終了せざるを得ず、滞納会社は、かかる剰

余金について有用な使途がない状態であったというのであるから、本

件配当は、事実上、Ｂの運用益を原告に分配したものにほかならない。 

また、本件配当の効力発生日の属する原告の平成１８年１１月期に

おける法人税の確定申告によれば、原告の当期利益金額が２５８億３

７７６万３７６７円である一方で、受取配当等の益金不算入額が２５

５億６３２７万５０６５円となっており（乙１９別表４）、結果的に

は、原告の平成１８年１１月期における所得金額は０円であった。そ

して、当該確定申告において、原告は、所得税額等の４９億３９８９

万３１６２円全額の還付を受ける旨の申告をしており、その内訳につ

いてみると、本件配当に係る源泉所得税額３７億７８０２万２３０４

円が含まれている（乙１９・９枚目）。 

さらに、Ｃは、本件配当の実施後、原告から短期に資金の融通を受

けている（乙４９）。 

以上のとおり、本件配当は、実質的にはＢの運用益を原告に分配し

たにすぎないものであるところ、原告は、法人税法上の受取配当等の

益金不算入の制度を利用して所得金額を圧縮し、その圧縮によって、

結果的には、負担していた源泉所得税の還付を受けており、本件配当

に係る利益について租税負担が生じていない。また、ＢがＣ一人の主

導下で運営され、Ｃが原告から短期に資金の融通を受けている状況を
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勘案すれば、Ｃは、Ｂの運用益の分配に当たり、滞納会社を経由させ、

原告に対して本件配当を実施する方法を利用すれば、租税負担が一切

生じないことを熟知した上で、そのような状況を作出したものと評価

すべきである。この点からも、本件配当は、実質的にみて必要かつ合

理的な理由に基づくことなくされたものと評価できる。 

（オ） 小括 

上記（ア）ないし（エ）の事情からすれば、本件配当は、原告に対

して異常な利益を与え、実質的にみて必要かつ合理的な理由に基づか

ないものである。また、Ｃが、実質的には自らの主導下でＢを運営し

ており、本件配当時における滞納会社の株主が、原告のみであり、原

告の唯一の株主が、Ｃであったことからすれば、原告に第二次納税義

務を課したとしても租税負担の公平性を害しない。 

したがって、本件配当は、徴収法３９条に定める無償譲渡等に該当

するというべきである。 

イ 本件修正申告又は本件更正処分における所得誤認を本件告知処分の取

消事由として主張することはできないこと 

（ア） 原告は、本件修正申告における売上の減算は、国税局側が指示し

たものに対して滞納会社がやむを得ず従ったものにすぎず、本件更

正処分における売上の減算も、国税局側が不合理な判断により一方

的に売上金を減算したものであって、いずれもその金額について合

理的な算定根拠は一切存在しない旨主張する。 

（イ） しかし、主たる課税処分等が不存在又は無効でない限り、主たる

納税義務の確定手続における所得誤認等の瑕疵は、第二次納税義務

の納付告知の効力に影響を及ぼすものではなく、第二次納税義務者

は、上記納付告知の取消訴訟において、確定した主たる納税義務の

存否又は数額を争うことはできないと解される（最高裁昭和●●年
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（○○）第●●号同５０年８月２７日第二小法廷判決・民集２９巻

７号１２２６頁（以下「最高裁昭和５０年判決」という。）参照）。 

そして、第二次納税義務は、主たる納税義務が具体的に確定したこ

とを前提とするものであり、租税徴収の確保を図る必要があること、

第二次納税義務者たる第三者は、主たる納税義務者に準ずるものとみ

ることができることからすれば、主たる納税義務に係る課税処分の瑕

疵が第二次納税義務の納付告知処分に承継されるとして、第二次納税

義務の取消しを求めることができないだけでなく、課税処分の所得誤

認を理由に、第二次納税義務の要件を欠くとして、第二次納税義務の

納付告知処分の取消しを求めることもできないというべきである。 

（ウ） 本件において、①本件配当時の滞納会社の株主は、原告のみであ

ったこと、②本件配当時の原告の株主は、Ｃだけであったこと、③

滞納会社が過大計上した売上の相手先であるＧにおける原告の出資

割合が平成１７年３月３１日時点及び平成１８年３月３１日時点に

おいて約４６パーセントであったこと、④同じく過大計上した売上

の相手先であるＭのＢクラス利益配当株式に基づく実質的なＣの出

資割合が４４パーセントであったことを勘案すれば、滞納会社と原

告には一体性ないし密接な関連性が認められる。 

したがって、最高裁昭和５０年判決の法理に照らし、原告は、滞納

会社に係る本件修正申告又は本件更正処分における所得誤認を、本件

告知処分の取消事由として主張することができないというべきであ

る。 

ウ 滞納会社が売上に過大計上した７５億２８１４万９３７６円はＣらが

当初より合意していた分配率に基づく分配額に対応するものであること 

（ア） 原告は、滞納会社等の国内関連会社は、投資家の保守業務等を行

っており、これら業務に見合う業務委託料を支払わず、利益をＭに
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留保するのでは、実態に沿わず、税務上問題ではないかとの指摘を

税理士より受け、税務の適正化を図り、業務委託料を支払うことと

したものであり、本件配当も、Ｂ関連事業が終了した後に生じた剰

余金の有用な使途がなかったために行ったもので、受取配当等の益

金不算入について定める法人税法２３条の要件を満たす配当であっ

たため、租税負担が生じなかったにすぎない旨主張する。 

しかし、原告の上記主張には、以下のとおり理由がない。 

（イ） Ｃ、Ｅ及びＤ（以下「Ｃら」という。）は、当初、本件成功報酬

に相当する利益を、タックス・ヘイブン地域であるケイマン所在の

Ｍに留保し、Ｃら及びＨ等で分配する予定であった。具体的には、

Ｃらは、上記利益を、Ｃ４４パーセント、Ｅ１２.５パーセント、Ｄ

１４.５パーセント、Ｈ２０パーセント、その他９.５パーセントの

割合で分配する旨の合意をしていた（以下「本件利益分配合意」と

いう。）。 

ところが、Ｃは、国税局が他社の租税回避に係る調査を行っている

旨聞き及んだことから、Ｍの収益に課税されることを懸念し、これを

逃れるため、同社に留保している利益を国内法人に移転させることと

した。 

そして、Ｍは、Ｇに対しては本件成功報酬の６０パーセントを支払

うこととし、原告、Ｒ等に対しては本件成功報酬の４０パーセントを

支払うこととしたところ、Ｈは、Ｇの株式を４５パーセント所有して

いたことから、２７パーセント（本件成功報酬の６０パーセント×Ｈ

の出資割合４５パーセント）の分配率による利益配分を受けることと

なり、Ｈの出資割合に基づく利益の分配は維持されることとなった。 

（ウ） 平成１３年から平成１７年までの間にＭがＬから獲得した本件成

功報酬の合計額は１５８億７１７６万２４２４円であり（乙７６別
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紙６）、Ｈらに以下のとおり分配された。 

① Ｈへの分配 

Ｈは、平成１６年４月頃、滞納会社の株式の４５パーセントに相

当する株式を取得した。その後、Ｈは、Ｃからの買取りの申出に応

じて、平成１８年５月１５日、滞納会社の株式５３３８株（取得価

額８億９９９６万１１０円）を２６億９８３５万９０００円で滞納

会社へ売却するとともに、Ｇの株式９９０株（取得価額４９５０万

円）を１４億５８０万円でＧへ売却し（乙７６ないし７８）、約３

２億円の利益を得た。 

② Ｅへの分配 

Ｅは、平成１８年９月２２日、成功報酬の形でＭから支払を受け

ていた関係法人であるＲの株式５万３４００株（取得価額１５０万

円）を１億５０万円で有限会社ａへ売却したほか、同月２８日、Ｇ

の株式８８株（取得価額１億２４９６万円）を１億５９３６万８０

００円で原告へ売却するとともに、滞納会社の株式１１５１株（取

得価額５億８１８３万５００円）を２０億９３８９万９２００円で

原告へ売却し（乙２４、２７、８６、８７）、合計約１６億円の利

益を得た。 

③ Ｄへの分配 

Ｄは、平成１８年９月１９日、Ｒの株式５万３４００株（取得価

額１５０万円）を１億５０万円で有限会社ａへ売却するとともに、

同年１２月１３日、同様に成功報酬の形でＭからＲを経由して支払

を受けていた関係法人であるＳの株式６０株（取得価額３００万

円）を８億１２６１万１１４５円で有限会社ｂへ売却し（乙７９、

８０）、合計約９億円の利益を得た。 

また、Ｄが代表取締役を務める株式会社ｄ（以下「ｄ」という。）
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に対し、ＭからＲを経由して約１３億円の成功報酬が支払われた。 

Ｄは、本件成功報酬の受領を基因として株式価値が高まったＲ及

びＳの株式を売却することにより、より多くの売却益を得ているの

であるから、Ｍの本件成功報酬に相当する利益について、実質的な

分配を受けたものというべきである。 

④ Ｃへの分配 

Ｃは原告の唯一の株主であり、原告は滞納会社の平成１８年１０

月期末における唯一の株主であるところ、同期末において、滞納会

社に移転された本件成功報酬の一部である７５億２８１４万９３

７６円が、本件配当を通じて原告に移転した。 

（エ） 滞納会社が売上に過大計上した７５億２８１４万９３７６円は、

形式的には、本件成功報酬条項に基づいて受領したものとされてい

る。 

しかしながら、上記（イ）の経緯に加え、①ＭとＧとの間の本件覚

書について、実際の作成年月日からあえて日付を遡らせて作成されて

いること、②Ｃの主導で運営されていたとはいえ、Ｇの代表取締役で

あるＱですら、本件覚書の内容や滞納会社とＧとの間の業務委託契約

の内容を十分に把握していなかったこと、③現にＭに留保していた本

件成功報酬に相当する利益が滞納会社に移転され、又はＧを経由して

滞納会社に移転された滞納会社の平成１７年１０月期及び平成１８

年１０月期において、滞納会社の所得金額及び納付税額は生じていな

いことも考慮すれば、滞納会社のＢ業務に係る活動実態のいかんにか

かわらず、Ｍ又はＧが滞納会社に対して本件成功報酬を対価とする業

務を委託した事実は認められない。本件成功報酬条項は、本件成功報

酬に相当する利益を滞納会社に移転する手段として作出されたもの

といえる。なお、本件成功報酬条項に基づく売上金額は、滞納会社の
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平成１７年１０月期及び平成１８年１０月期においてのみ計上され、

それ以前には計上されていない。 

そして、Ｃは、本件成功報酬条項という手段を通じて滞納会社に移

転された、本件成功報酬に相当する利益の一部である７５億２８１４

万９３７６円が、本件配当を通じ、Ｃが唯一の株主である原告に移転

することで、Ｍが平成１３年から平成１７年までに獲得した本件成功

報酬の合計約１５８億円の４４パーセントを上回る利益を確保した。

また、上記（ウ）のとおり、Ｄも、約１５８億円の６パーセントに相

当する約９億円の利益を受けるとともに、同人が代表取締役を務める

ｄがその８パーセントに相当する約１３億円の成功報酬の支払を受

け、Ｈも、約１５８億円の２０パーセントに相当する約３２億円の利

益を得ており、Ｅも、約１５８億円の１０パーセントに相当する約１

６億円の利益を得た。 

Ｃら及びＨに対する上記分配状況を併せ考慮すると、このような複

雑な経過を経て、偶然にも、本件利益分配合意の分配率に近似する率

でＣら及びＨが金員を得ることは考え難いから、Ｃら及びＨの間で、

本件利益分配合意に従い、本件成功報酬に相当する利益を分配してい

たものと認められる。 

（オ） この点、原告は、Ｈ関係者が、Ｃが本件成功報酬に相当する利益

を国内法人に移転した方法を確認しておらず、ＨがＧ及び滞納会社

の株式を売却するに際し、ＤＣＦ法等に基づく将来価値を含む売却

価格の決定を求めていたことをもって、本件利益分配合意は既に撤

回されていた旨主張する。 

しかし、そもそも本件成功報酬に相当する利益を国内法人に移転す

ることを決めたのは、Ｃであることからすれば、その方法も、Ｃにお

いて主導的に決定するのが当然であるし、ＨがＧの株式所有を通じて
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本件成功報酬に相当する利益に対する分配割合を確保することとし

たということは、同社に本件成功報酬に相当する利益の一部が移転さ

れることを前提とするものであるから、Ｈがその利益を国内法人に移

転する具体的な方法を確認していなかったとしても、そのことは、本

件利益分配合意が撤回されていたことを示すものではない。 

また、Ｈにおいて、予定していたＧからの配当ではなく、Ｇ及び滞

納会社の株式を売却するという方法で本件成功報酬に相当する利益

の分配を受けることとなったことから、まずはＤＣＦ法等による売却

価格の決定を求めたとしても、不自然ではない。そして、最終的には、

本件成功報酬に対する、Ｈの出資割合である２０パーセントに相当す

る額をＨの分配額とするのが当初からの約束であるとのことで、Ｃ及

びＨの認識が合致しているし、Ｈが従前からＧの株式を所有していた

こと及びＧが本件成功報酬以外の収益も得ていたことを併せ考慮す

れば、Ｈは、本件成功報酬に相当する利益の実質的分配以外の要因に

よるキャピタルゲインも考慮した上で、当該株式の売却価格の決定を

求めたと考えられるのであるから、本件利益分配合意が存続している

ことに変わりはない。 

したがって、原告の上記主張には理由がない。 

（カ） 原告は、東京国税局長が、Ｃに対しては、本件成功報酬に相当す

る利益のうち、Ｃの出資割合相当額につき、Ｍからの利益配当であ

るとして、これを所得とする旨の本件修正申告を行わせたのに、Ｅ

及びＤ並びに両名の所有会社であるＲ及びＴに対しては、Ｃや滞納

会社等とは異なる課税処理を行い、Ｈその他Ｍの他の株主について

も不合理な課税処理を行っている旨主張する。 

しかし、本件関係者の課税関係は、その申告内容又は税務調査の結

果により認定可能な課税標準等若しくは税額等によるものであり、
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個々の事情によって決せられるものである。Ｅ、Ｄ及びＨ等並びにＲ

及びＴの課税処理の有無、内容は、本件配当が、原告に異常な利益を

与え、実質的にみて必要かつ合理的な理由に基づかないものであるこ

との判断に影響を及ぼさないものである。原告の上記主張には理由が

ない。 

（キ） 以上のとおり、本件成功報酬条項は、Ｍに留保していた本件成功

報酬に相当する利益への課税を回避するため、これを滞納会社に移

転させる手段にすぎず、これに基づき滞納会社が売上に過大計上し

た７５億２８１４万９３７６円は、本件利益分配合意の分配率に従

って、本件成功報酬に相当する利益の一部を滞納会社に帰属させた

ものであるから、本来であれば配当原資に含めることはできない。 

そして、Ｃは、上記利益を本件配当の形式をもって原告に移転させ

ることにより、受取配当等の益金不算入の制度を利用し、租税負担が

生じない状況を作出したといえる。 

（３） 本件配当は、徴収法３４条に規定する第二次納税義務との対比からも、

徴収法３９条に定める無償譲渡等に該当すること（争点２） 

ア 徴収法３４条の適用要件について 

租税債務は、各税法で定める課税要件を充足することにより抽象的、客

観的に成立し、税額を確定するための手続を経て具体的に確定するが、徴

収法３４条は、税額が確定する前に、残余財産の分配又は引渡しをした場

合や、残余財産の分配等の際に当該法人が実際に国税を滞納しておらず、

その後の更正等により徴収不足が生じた場合にも、残余財産の分配等を受

けた者等に対し、第二次納税義務を賦課することを認めるものである。当

該規定は、法人が事実上の解散状態にあるにとどまる場合には、適用する

ことができない。 

しかし、法人が法的解散手続をとるか否かは、当該法人側の問題であり、
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一方で、国税の徴収権の消滅時効が５年であり、当該消滅時効はその援用

を要せず、その利益を放棄できないものであること（国税通則法７２条１

項及び２項）からすれば、事実上の解散状態にとどまる場合に、徴収法３

９条の規定による第二次納税義務を賦課できないとすると、国税を滞納し

た法人がその裁量によって法的な解散手続をとらずに残余財産の分配又

は引渡しを行った上で、国税の徴収権の消滅時効を成立させることができ

ることとなり、第二次納税義務の制度趣旨及び租税負担の公平性の観点か

ら、著しく不合理な状況が生じることとなる。 

そこで、法人が事実上解散状態にある場合においては、第二次納税義務

の制度趣旨及び租税負担の公平性を勘案して、徴収法３９条の第二次納税

義務を賦課することができると解される。 

イ 滞納会社は平成１８年１０月期をもって事実上解散したこと 

滞納会社は、法的な解散手続はとっていないが、以下の事情を勘案すれ

ば、平成１８年１０月期をもって事実上解散したものと推認される。 

すなわち、滞納会社の決算報告書によると、平成１８年１１月１日から

平成１９年１０月３１日までの事業年度においては売上高の計上がなく

（乙５０）、これ以降、本件告知処分がされた平成２２年５月１９日まで

の各事業年度の損益計算書には、売上高の計上はされていない（乙５１な

いし５３）。 

また、滞納会社は、平成１８年１０月期の最終日である同年１０月３１

日をもって本店所在地の事務所の賃貸借契約を解除し、同年１１月１８日

に同事務所から退去しており（乙５４）、同期をもって、営業活動を終わ

らせたことが推認される。 

以上に加え、滞納会社が平成２０年７月２５日以降休眠していることも

考慮すれば、滞納会社における平成１８年１１月１日以降の活動は、休眠

に向けた会社資産と負債の整理にすぎず、会社清算手続と同視できる。そ
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して、滞納会社は、上記（２）のとおり、平成１８年１０月期中に、資本

金及び資本準備金の減資を行い、分配可能額をあらかじめ大きくして、同

期における滞納会社の資産額１９４億６０８６万５８５円の約９７パー

セントに相当する金額を配当したのであるから、本件配当は、会社清算手

続における残余財産の分配等と同視できる。 

ウ 小括 

以上のとおり、本件配当は会社清算手続における残余財産の分配と同視

できるものと評価し得るのであるから、徴収法３４条の適用場面と対比す

れば、本件配当についても、原告が徴収法３９条の第二次納税義務を負う

とするのが妥当であり、そのように解しても租税負担の公平性を害するも

のではない。 

（原告の主張の要旨） 

（１） 株主に対する剰余金配当に係る無償譲渡等の該当性について 

株式会社の株主に対する剰余金配当は、リスクの伴う投資に対する対価

であって、本来的に法的かつ経済的な正当性を有するものであり、これを

否定することは、株式会社制度（会社法１０５条２項参照）、ひいては我

が国の経済制度の根幹の否定につながる。 

そうすると、第二次納税義務という形であれ、会社法上の株主に対する

剰余金配当を実質的に否定する扱いは、原則として許されるべきではなく、

剰余金配当が無償譲渡等として第二次納税義務の根拠となり得るのは、会

社法上は配当を行えない場合であるにもかかわらず、配当名目で株主に金

銭を支払った場合（違法配当）のように、実質的に剰余金配当とはいえな

い場合に限られるべきである。具体的には、剰余金配当が無償譲渡等に該

当するためには、①第三者に異常な利益を与えるものであり、かつ、②実

質的にみてそれが必要かつ合理的な理由に基づかないものであることが必

要である。 



 

 34 

（２） 本件配当は第三者に異常な利益を与えるものではなく、実質的にみて必

要かつ合理的な理由に基づかないものではないこと（争点１） 

ア 本件配当に至る経緯 

滞納会社は、投資家のＣが経営し、企業の経営及び財務のコンサルティ

ング、有価証券の保有、運用、売買及び投資、並びに投資事業組合及び投

資事業有限責任組合財産の管理運営業務等の事業（以下「ファンド関連業

務」という。）を行っていたものであり、その一環として、滞納会社自ら

もＬへの出資を行っていた。 

ところが、平成１８年６月、Ｃに対する強制捜査が行われたことにより、

Ｌは、同年７月以降、順次、投資を手仕舞いせざるを得なくなった。Ｌが

投資対象として保有していた有価証券を処分して利益を確定し、滞納会社

を含むＬの出資者に対して、その持分に応じてＬ財産の配分を行ったため、

平成１８年１０月期、滞納会社には多額の剰余金が発生した。他方、ファ

ンド関連事業も終了せざるを得なかったことから、滞納会社は、かかる剰

余金について有用な使途がない状態であった。このような場合、剰余金を

内部留保しておくのは不合理であり、配当によって株主に対して還元を行

うことが必要かつ合理的な措置であった。 

そこで、滞納会社は、Ｌの解散及びファンド関連事業の終了に伴い発生

した多額の剰余金を株主に還元するため、平成１８年１１月２４日、本件

配当に係る株主総会の決議をし、平成１９年１月１１日、株主である原告

に配当金の支払をした。 

イ 本件配当が原告に異常な利益を与えるものでないこと 

株式会社における剰余金の配当は、それぞれの会社において、配当可能

利益という法律の枠内で配当政策をどうするのかという個別具体的かつ

各会社の根幹に関わる重大な判断を経て決定されるもので、安定配当とす

るか否かも会社の自由な選択によるものであるから、安定配当でなければ
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異質であるなどということはできない。そして、一般投資家や外国人投資

家が増加し、明確かつ公正な株主の権利実現を求める声が高まっているこ

とを背景に、上場企業においてさえ従来の伝統的な安定配当ではなく、業

績連動による配当を採用する企業が増えている。 

また、滞納会社は、東証一部上場会社や日経平均の対象ではない上、平

成１７年１０月期に２９億円、平成１８年１０月期に１２１億円の営業収

益を上げているところ、滞納会社の規模でかかる営業収益を上げる会社は

特殊な存在であるから、本件配当当時の東証一部上場会社における株式平

均利回り等は、滞納会社に当てはまらない。 

さらに、滞納会社は、本件配当に先立ち、法律の手続を踏んで適法な減

資等を行ったもので、これをもって「異常な利益」の根拠とされるいわれ

はない。 

以上を踏まえると、本件配当は、原告が株主として滞納会社に対して有

する剰余金配当請求権に基づき、株主に帰属すべき財産が配当という形で

還元されたものにすぎず、そもそも徴収法３９条にいう「利益」と評価す

るべきものではなく、ましてやこれが原告に異常な利益を与えるものでな

いことは明白である。 

ウ 本件配当が実質的にみて必要かつ合理的な理由に基づくものであるこ

と 

本件配当は、滞納会社に多額の剰余金が発生する一方で、その有用な使

途を欠く状態であったため、滞納会社における無駄な内部留保を避けるた

めになされたものであって、実質的にみて必要かつ合理的な理由に基づく

ものであったといえる。 

この点、滞納会社、原告及びＣの三者は、いずれも法的に別個の人格を

有しているのであって、三者の株主関係や、株主（Ｃ）が会社（原告）か

ら短期の資金融通を受けたこと等を根拠に、上記の必要性ないし合理的な
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理由を否定することはできない。 

また、原告に本件配当に係る租税負担が生じなかったのは、本件配当が、

受取配当等の益金不算入について定める法人税法２３条の要件を満たす

配当であったからにすぎない。 

エ 小括 

本件配当は、配当決議を経てなされた適法かつ通常の配当であり、原告

に異常な利益を与えるものではなく、また、実質的にみて必要かつ合理的

な理由に基づくものであるため、無償譲渡等に該当せず、原告には第二次

納税義務は発生しない。 

（３） 滞納会社に係る売上の減算について 

ア 本件修正申告又は本件更正処分における所得誤認を、本件告知処分の

取消事由として主張することができること 

最高裁昭和５０年判決は、主たる納税義務が申告又は決定若しくは更正

等により具体的に確定している場合に、徴収法又は地方税法の規定する特

別の関係にある第三者に該当し、第二次納税義務者とされる者が、確定し

た主たる納税義務の存否又は数額すなわち課税処分の結論の判断につき

拘束され、これを争うことができないと判示した。 

他方、原告は、徴収法３９条にいう無償譲渡等を受けた第三者に該当す

るか否かを争っているのであり、確定した主たる納税義務の存否又は数額

を争うものではないから、最高裁昭和５０年判決の法理は適用されず、原

告は、本件修正申告又は本件更正処分における所得誤認を、本件告知処分

の取消事由として主張することができる。 

イ 滞納会社が受領した報酬は合理的なものであること 

（ア） 滞納会社が行っていた業務及びその重要性 

Ｌは、アクティビスト・ファンドとして有名であった。アクティビ

スト・ファンドが買収対象とするのは、余剰資金を抱えており１株当
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たりの純資産額が高いにも関わらず、株価が低迷している企業の株式

である。このような企業の株価が低迷しているのにはそれなりの理由

があり、株主を軽視した恣意的な経営がなされているのがその典型で

ある。アクティビスト・ファンドは、そのような企業に対して、無駄

な余剰資金があればそれを株主に還元する（具体的には増配や自己株

式の取得などを行う。）よう求めるとともに、経営改善のために経営

陣の交代を求めることもある。また、アクティビスト・ファンドの活

動の過程においては、事実上の各種提案のほか、株主提案権の行使、

株主総会における支持の拡大のための委任状争奪戦なども行われる。 

アクティビスト・ファンドは、株主としての権利行使を通じて、対

象企業の株主価値を向上させていくことをその活動の目的としてお

り、これが成功した場合は、株主価値向上によって株価も上昇してフ

ァンドの利益となる。 

このように、アクティビスト・ファンドであるＬにおいて、アクテ

ィビスト業務は、Ｌの利益を生み出すためになくてはならない業務で

あり、Ｌの運用成績に直結する重要な業務であった。また、Ｌにおい

て、投資家を募ってファンドに出資してもらうこと（紹介業務）や、

出資した投資家に対して、ファンドの投資運用の成果と今後の見通し

に関する状況を定期的に報告するほか、出資者からの個別の問い合わ

せに応じるなどして、出資者がファンドへの投資を継続するよう働き

かけること（保守業務）も、投資先の会社に対する議決権比率を高め

てそれを維持し、会社に対する影響力を保持するために必要不可欠で

重要な業務であった。 

Ｍは、その運営するＬに関する主要な業務について、当初から外注

で賄うことを予定していた。そして、滞納会社や原告等は、Ｍから委

託を受け、あるいは同社から委託を受けたＧから再委託を受けて、Ｌ
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に関する運用業務、投資家の紹介・保守業務その他の実務を遂行して

いた。 

滞納会社は、アクティビスト業務のほか、投資家の保守業務を行っ

ていたが、その業務には、投資希望者に対してＬの概要や契約内容を

説明し、出資までの手続の案内その他サポートを行うことも含まれて

いたから、厳密にいえば、これは、「出資確定前のサポート業務及び

出資後の保守業務」（以下「保守業務等」という。）である。そして、

滞納会社の保守業務等の対象となる投資家は、そのほとんどが海外投

資家であったところ、海外投資家の保守業務は、制度や言語の違い、

時差などがあることに加え、海外投資家は国内投資家と比べてファン

ドの運用状況についてより厳しい目を向けることが多いことから、そ

の負担は国内投資家の保守業務と比べて格段に重かった。 

以上のとおり、滞納会社は、アクティビスト・ファンドであるＬに

おいて、重要な業務を行っていた。 

（イ） 滞納会社が受領した報酬の合理性 

Ｌの組成当時、本件成功報酬に相当する利益は、Ｍに留保されるこ

とが予定されていたが、上記（ア）のとおり、滞納会社、原告その他

の国内の関係会社（以下「本件国内各社」という。）が、Ｌに関する

運用業務、投資家の紹介・保守業務その他の実務を遂行するようにな

ったところ、本件国内各社にこれに見合う業務委託料を支払わず、利

益をＭに留保するのでは、実態に沿わず、税務上問題ではないかとい

う指摘を税理士より受けたため、税務上の適正化を図って、本件国内

各社に合理的な業務委託料を支払うこととした。 

上記税理士の指摘は、具体的には、「国外関連者から支払を受ける

対価の額が独立企業間価格に満たないとき（中略）は、当該国外関連

取引は独立企業間価格で行われたものとみなして課税所得の算定が
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行われる」、「独立企業間価格とは同様の取引について第三者におい

て成立しうるであろう価額をいい、比較可能な第三者との取引があれ

ばこれに準じて決定されるべきである。」というものであった（甲３

２）。この点、日本国内の既存のファンドの成功報酬に関する調査結

果によれば、成功報酬の割合としては２０パーセント前後が最も多く、

当該割合による成功報酬であれば、「独立企業間価格」であるといえ

るところ、本件国内各社は、Ｍを通じて、合計するとＬの利益の２０

パーセントを成功報酬として受領することとなっていたから、本件国

内各社が成功報酬として受領する業務委託料は、「独立企業間価格」

として妥当なものであった。 

また、上記（ア）で述べた滞納会社が行っていた業務の重要性に照

らすと、アクティビスト業務について、滞納会社に対し、ＧがＭから

受領する成功報酬の８０パーセントに相当する業務委託料が支払わ

れ、また、投資家の紹介・保守業務について、滞納会社を含む３社に

対しＭが投資家から受領する成功報酬の４０パーセントが支払われ

ることは、何ら過大ではない。 

（ウ） 滞納会社に対する業務委託に実態があったこと 

Ｍ及びＧの間で本件覚書が実際に調印されたのは、平成１６年半ば

であったが、これは、上記（イ）の経緯があったものの、関係者が多

忙だったという事情による。そして、調印の際、税務上合理的な内容

に改めるという目的に鑑み、書面の日付もＬの運用益が上がり成功報

酬が発生する当初に遡る方が適正であるとの考えのもと、本件覚書の

日付を遡らせた。このように、本件覚書が日付を遡って作成されたこ

とは、滞納会社に対する業務委託に実態がなかったことを示すもので

はない。 

また、Ｑが、東京国税局の聴取に対し、業務委託の内容を十分に把



 

 40 

握していなかったと回答したのは、契約書の作成経緯に関してであっ

て、業務実態に関してではない。 

さらに、滞納会社において平成１７年１０月期及び同１８年１０月

期に所得金額及び納付税額が生じていないのは、損金処理等をした結

果、所得金額がなくなったからであり、業務実態がなかったからでは

ない。 

ウ 本件利益分配合意が維持されていた旨の被告の主張が不合理であるこ

と 

（ア） Ｍの株主らに支払われた「配当」額の割合が同社に対する出資割

合と乖離していること 

Ｍの各株主に実際に支払われた金額は、被告の主張とは異なり、本

件利益分配合意の前提となった同社に対する出資割合とは大きく乖

離している。 

例えば、Ｍに対する出資割合に従えば、Ｅには、同社が得た成功報

酬合計１５８億７１７６万２４２４円の１２.５パーセントに相当す

る約１９億８０００万円の利益が分配される必要があるが、被告の主

張によれば、Ｅは「約１６億円の利益を得た」とされ、４億円近くも

乖離がある。また、Ｈは、Ｍに対する出資割合が２０パーセントであ

るのに、被告の主張によれば、Ｈの取り分が２７パーセントとなり、

大きな乖離が生じている。Ｃも、Ｍに対する出資割合が４４パーセン

トであるのに、被告がＣと同視する原告に移転した７５億円強の金員

は、上記成功報酬合計額の４８パーセントに相当する。このような乖

離が生じるのは、Ｍの利益の配分という前提自体が真実ではないから

である。 

（イ） Ｈが自ら適正と考える評価による株式の買取りをＣに求め、交渉

していること 
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Ｈは、滞納会社及びＧが各社の自己株式を買い取る際、Ｍに対する

出資割合に基づいて価格を決定するのではなく、ＤＣＦ法等による将

来価値を含む売却価格の決定を求めてＣと交渉していた。そして、Ｃ

側が株式譲渡価格を値切るための駆け引きとして、Ｍに対する出資割

合（２０パーセント）に基づいて価格を決定することを主張したのに

対して、Ｈはこれを争っていたのであり、滞納会社及びＧによる株式

の買取りが、当初の合意に従ったＭの利益の配分という性質を有する

ものでないことは明らかである。 

（ウ） 被告が必要な主張立証を果たしていないこと 

被告は、Ｃら及びＨの間において、滞納会社の平成１８年１０月期

に至っても本件利益分配合意が存続していたことを直接裏付ける証

拠を提出しておらず、本件利益分配合意に従ってＭの株主全員に対し

て実際に利益が配分されたという金員の流れも主張、立証できていな

い。 

また、Ｍの株主のうち、Ｄ及びＥは、同人らがＭからの配当を放棄

したとの明らかに不合理な認定に基づき、配当に対する課税が行われ

ておらず、Ｄの所有会社であるＲやＥの所有会社であるＴも、売上の

減算を前提とした更正処分はされていない。Ｈについても同様である。

このように、被告は、Ｍの利益配当に対する課税がなされたことも立

証できていない。 

エ 本件修正申告等に係る売上の減算につき合理的な算定根拠がないこと 

東京国税局は、原告、滞納会社、Ｃらに対する税務調査を一通り終えた

段階において、本件利益分配合意が存続していたという前提で、本件国内

各社の売上は、名目上のものにすぎず、その実態は、Ｍが、本件国内各社

を経由して、Ｍの各株主に対して配当を行った資金の流れにすぎないとい

う、極めて不合理で、事実に反する見解を示した。 
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しかし、税務調査を受けた当時、Ｃは、刑事事件において被告人の立場

にあり、一審において実刑判決を受け、控訴中であった。仮にＣが課税処

分を受け、それがマスコミに漏れてＣが脱税した旨報道されることになれ

ば、情状において不利になり、一審の実刑判決が維持されることも考えら

れ、それだけは絶対に避ける必要があった。Ｃは、東京国税局の担当者と

の面談において、東京国税局の提案する処理について「到底納得できない」

などと繰り返し述べたが、上記のリスクを避ける必要があったこと、また、

修正申告をしても東京国税局からは守秘義務を厳守して絶対にリークし

ないとの確約があった上、課税額において譲歩案が示されたこともあり、

本件修正申告に応じたものである。そして、税務調査の対象となったその

他の会社も、Ｃにおいて課税額の多くを担う結論になることから、同様に

修正申告に応じるに至った。 

本件修正申告は、東京国税局が一方的に算定して指定してきた金額をそ

のまま書き写して行われたもので、その算定根拠は滞納会社に示されず、

売上の減算につき合理的な算定根拠は一切存在しないものであった。また、

合理的な算定根拠が存在しないことは、本件更正処分も同様である。 

（４） 徴収法３４条が適用される場面との対比において原告が第二次納税義務

を負うことにはならないこと（争点２） 

ア 事実上の解散状態にあるだけでは徴収法３９条を適用できないこと 

徴収法は、第二次納税義務について類型ごとに限定列挙しているのであ

り、ある類型に当てはまらないものを、無理やり他の類型に当てはめよう

とすることは、租税法律主義（憲法８４条）に反する極めて不当なもので

あって、到底認められない。また、徴収法３４条の趣旨が当てはまるのは、

法人がその活動を終了するという極めて例外的な場面においてのみであ

ると解される。そうすると、本件において、滞納会社が事実上解散状態に

あるというだけで、原告に対し徴収法３９条に基づく第二次納税義務を課
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すことはできないというべきである。 

イ 滞納会社は事実上の解散状態になかったこと 

上記アの点は措くとしても、以下の各事情によれば、滞納会社が平成１

８年１０月期をもって事実上解散したということはできない。 

（ア） 本件配当後も役員報酬が支払われていること 

本件配当が決議された滞納会社の平成１８年１１月２４日の株主

総会において、同時に、取締役の報酬金額を年額３０００万円以内と

する旨の議案が上程されて承認された（甲１０）。そして、本件配当

後、取締役であったＤに対し、毎月１００万円が役員報酬等として支

払われていた（甲２２）。 

（イ） 事業の継続を予定して滞納会社の株式が譲渡されていたこと 

本件配当が決議された平成１８年１１月２４日、原告とＤとの間で

株式譲渡契約が締結され、同契約に基づき、Ｄは、同月２６日付けで

原告の有する滞納会社の発行済株式全部を３０００万円で譲り受け

た。Ｄは、新たな事業機会が生じた場合には滞納会社において事業を

継続することを考慮に入れた上で、当該株式を取得した。 

（ウ） 事務所の賃貸借契約解除が事業活動を終了する目的でないこと 

滞納会社は、平成１８年７月以降、その事業を大幅に縮小したため、

無駄な経費を削減するべく賃料が月額３３１万６２円と高額であっ

た従前の事務所の賃貸借契約を解除し、Ｄの自宅において業務を行う

こととした。 

（エ） 本件配当後も滞納会社が多額の資産を保有又は管理していたこと 

滞納会社は、本件配当後も約５０億ないし６０億円という多額の資

産を保有し、その管理を行っていた（甲２５）。また、滞納会社は、

ある事業会社の株式譲渡に関する基本合意について、取引相手に違約

があったことから、平成１８年１２月６日、当該取引相手を被告とし
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て、合計２５億５１４２万８０００円の違約金の支払を求める訴訟を

東京地方裁判所に提起した（甲２６）。 

（５） 国税当局において第二次納税義務の根拠がないと判断していたこと 

ア 本件配当金の支払から約１年半にわたり本件告知処分がなかったこと 

本件修正申告の際、滞納会社に納税資金のないことが問題となったが、

東京国税局から、Ｃに対し、Ｃ側が滞納会社に貸し付けることで納税資金

を手当てしてもらいたいとの要請があり、Ｃは、守秘義務が厳守されて修

正申告の事実がリークされないことを条件に、当該要請に応じることにし

た。このとき、東京国税局から、「一部でもよいから、早期に貸付けを実

行してもらいたい。」との強い要請があった。 

そこで、Ｃ側は、Ｃの控訴審判決前の段階で一部（約３分の１）の貸付

けに応じることとし、平成２０年７月１７日にＤ（滞納会社の元副社長）

が代表を務めるｄが１億円を、同月２２日に原告が２億５０００万円を、

同月２３日にＥ（滞納会社の元副社長）が代表を務めるＴが１億２０００

万円を、それぞれ滞納会社に貸し付け、滞納会社は、この合計４億７００

０万円を原資として、同月２３日、４億８３３４万９９２８円を納税した。 

ところが、東京国税局は、上記の約束を反故にし、守秘義務に違反して

マスコミにリークを行い、同年８月２８日、主要紙その他報道機関が一斉

にＣに対する追徴課税を報じるに至った。そこで、Ｃは、残額の貸付けを

中止した。 

このように、東京国税局が、滞納会社に納税資金がないことを本件修正

申告の当時から認識していたにもかかわらず、本件配当金の支払から約１

年半にわたって第二次納税義務に基づく告知処分をしなかったのは、原告

につき第二次納税義務の根拠がないと判断していたからである。 

イ 配当金返還請求権の差押え及び解除がされたこと 

上記アでＣが残額の貸付けを中止した後、東京国税局は貸付けの履行を
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Ｃに要請したが、Ｃはこれに応じなかった。すると、東京国税局長は、突

如、本件配当が違法配当であるとして、本件配当金のうち６０億７０３３

万１６０６円について、滞納会社の原告に対する返還請求権を差し押さえ

た。 

仮に原告につき第二次納税義務が成立するのであれば、かかる差押えは

不要であったから、上記差押えが行われた事実自体、東京国税局長が原告

に第二次納税義務が成立するとは考えていなかったことの証左である。 

また、東京国税局長は、原告において差押対象となった配当金の返還請

求権が存在しないこと及びその理由を説明したところ、上記差押えを解除

した。上記差押え当時、滞納会社の滞納税額が合計８億３６９１万４１２

２円であったのに対し、上記のとおり差押財産の価額が６０億円以上もあ

ったことからすれば、東京国税局長が、上記差押えを解除したのは、本件

配当が違法配当に該当しないことを明確に認識したからにほかならない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 「第三者に利益を与える処分」の意義等について 

（１） 国税通則法４２条は、国税の徴収に関しても、民法４２４条の詐害行為

取消権の規定を準用することとしており、国税の納税者がした財産の譲渡

行為等が詐害行為に該当するときは、徴収職員はその行為を訴訟によって

取り消した上で当該財産に対して滞納処分を執行することができるが、国

税に関する詐害行為の全てを訴訟をまって処理していたのでは、国税の簡

易迅速な確保を期すことができない。そこで、徴収法３９条は、納税者が

無償又は著しい低額で財産を処分し、そのため納税が満足にできないよう

な資産状態に立ち至った場合には、その受益者に対して直接第二次納税義

務を負わせることにより、実質的に詐害行為の取消しをしたのと同様の効

果を得るために設けられたものと解される。このような立法趣旨に照らす

と、同条にいう「第三者に利益を与える処分」とは、滞納者の積極財産の
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減少の結果、第三者に利益を与えることとなる処分をいうものと解される。 

（２） 会社法に基づく剰余金の配当は、会社が、株主に対し、その有する株式

の数に応じて会社の財産（配当財産）を分配する行為であり、その分配可

能額は、同法に基づいて計算方法が法定されている。そうすると、滞納者

たる会社が行った剰余金の配当が、法令の定めに違反し、分配可能額を超

過するものであるときは、「第三者に利益を与える処分」に該当すること

は明らかである。また、上記（１）の徴収法３９条の趣旨に照らせば、剰

余金の配当が法令に違反するとまではいえない場合であっても、例えば、

滞納会社の利益剰余金の中に、滞納会社の売上として計上することにつき

合理性を欠くにもかかわらず計上された金額に由来する部分（以下「過大

売上分」という。）が含まれていることなどの理由により、当該金額を配

当することが、滞納者たる会社の株主に異常な利益を与え、実質的にみて

それが必要かつ合理的な理由に基づくものとはいえないと評価することが

できるときは、当該金額に係る配当は、「第三者に利益を与える処分」に

当たると解することが相当である。 

（３） 上記第２の３のとおり、本件においては、過大売上分の有無が争点とな

っているところ、被告は、本件配当の前提となった売上が、本件修正申告

及び本件更正処分により減算された上で、滞納会社の法人税の税額が確定

している以上、最高裁昭和５０年判決の法理に照らし、本件告知処分を受

けた者は、本件修正申告及び本件更正処分における所得誤認をいうことに

なる事由を本件告知処分の取消事由として主張することはできない旨主張

する。 

そこで検討するに、最高裁昭和５０年判決は、主たる課税処分等が不存

在又は無効でない限り、主たる納税義務の確定手続における所得誤認等の

瑕疵は、第二次納税義務の納付告知の効力に影響を及ぼすものではなく、

第二次納税義務者は、納付告知の取消訴訟において、確定した主たる納税
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義務の存否又は数額を争うことはできない旨判示したものである。 

しかしながら、本件では、原告が徴収法３９条所定の第二次納税義務者

に当たるか否かそれ自体が問題となり、同条所定の要件である「第三者に

利益を与える処分」を受けた取引相手に該当するか否かが争点となってい

るところ、徴収法３９条所定の第二次納税義務者は、本来の納税義務者か

ら無償又は著しく低い額の対価による財産譲渡、債務の免除その他第三者

に利益を与える処分を受けたという取引相手にとどまり、常に本来の納税

義務者と一体性又は親近性のある関係にあるということはできないのであ

って、当然に、本来の納税義務者との一体性を肯定して両者を同一に取り

扱うことが合理的であるということはできない。そして、主たる納税義務

が申告によって確定する場合には、第二次納税義務者が本来の納税義務者

の申告自体を直接争う方法はないのであるが、そのことから逆に、行政権

の違法な行使によって権利利益の侵害が生ずる場合にまで、これを争う方

法を否定する結論を導くべきであるとは考えられない（最高裁平成●●年

（○○）第●●号同１８年１月１９日第一小法廷判決・民集６０巻１号６

５頁参照）。また、本件において、原告は、滞納会社には過大売上分はな

い（すなわち、本件更正処分が前提とする滞納会社の所得はその分増加す

べきである）と主張して争っているところ、原告が、滞納会社に対する減

額更正である本件更正処分自体を争う訴訟を提起した上、その中で上記の

ような主張することが許されるとすることが適切であるとも考え難い。 

そうすると、徴収法３９条に基づいて第二次納税義務の納付告知を受け

た者は、当該納付告知を争う訴訟において、滞納者の申告により確定した

税額や滞納者の受けた更正処分により確定した税額を争うことができない

としても、同条所定の要件である「第三者に利益を与える処分」を受けた

取引相手に当たるか否かという点に関しては、滞納者の申告における所得

金額を構成する具体的な内容や滞納者の受けた更正処分で認定された所得
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金額を構成する具体的な内容に拘束されることなく、それとは異なる主張

をすることも許されると解するべきである。 

以上のとおりであるから、被告の上記主張は採用することができない。

なお、このように解するとしても、滞納者において、過大売上分があると

いう内容において修正申告をした事実が存在する以上、当該事実は、過大

売上分があるかないかの判断に当たって考慮し得る事情であるというべき

であるから、本件修正申告及び本件更正処分の内容は、本件配当の「第三

者に利益を与える処分」該当性を判断するに当たり、無関係なものとして

当然に排除されるべきものではない。 

２ 過大売上分の有無について 

（１） 本件投資事業開始当初の合意について 

前記前提事実（２）のとおり、①Ｍは、Ｌのゼネラル・パートナーとし

て、Ｌの管理等を行うことを目的として設立されたこと、②Ｌは、平成１

３年から本件投資事業を開始したところ、ＣとＨは、本件投資事業の開始

当初、本件投資事業の利益につき課税されることを免れるため、本件成功

報酬をケイマン法人であるＭに留保し、将来的にＭの出資者の間で出資割

合に応じて配分することを予定していたこと、③平成１３年１２月末の時

点において、Ｍへの出資者は、Ｎの出資者も含めて勘案すれば、Ｈ２０パ

ーセント、Ｃ４４パーセント、Ｅ１２.５パーセント、Ｄ１４.５パーセン

トであったこと、④Ｃらは、Ｈに対して、平成１３年１月付けで作成され

たＭに関する念書（乙７３）を差し入れ、Ｍの株式の追加発行を行わない

ことを約していたことが認められる。 

以上の事情を総合すれば、ＣらとＨとの間では、本件投資事業の開始当

初、Ｍに留保される本件成功報酬については、将来、Ｍに対する出資割合

に応じた配分を行う旨の合意（以下「当初配分合意」という。）がされて

いたと認めることができる。 
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（２） 本件成功報酬の発生と滞納会社の業務との関係について 

前記前提事実（２）のとおり、①Ｌへの出資総額は、平成１３年から平

成１６年までの間、概ね５００億円程度であり、上記の期間中の利益とし

てＭが収受すべき本件成功報酬は、各年において概ね２億円から１７億円

程度であったこと、②Ｌの手仕舞いが行われて本件投資事業が終了した時

点での本件成功報酬の合計額は約１５８億円であったことが認められる。 

また、前記前提事実（２）ないし（４）のとおり、③Ｈは、投資事業組

合を組成して、Ｌなどへの投資を行う一般投資家を募集し、この紹介業務

に関して紹介料の支払を得ていたこと、④Ｇは、平成１３年６月、Ｍとの

間で投資一任契約を締結して、投資顧問業務を行っていたほか、アクティ

ビスト業務を行っていたこと、⑤Ｃは、平成１６年６月頃、Ｇから、アク

ティビスト業務を分離して、これを滞納会社に移管することとしたが、業

務の実態としては従前とは実質的な変更がなく、Ｃの主導の下で一体的な

経営がされていたこと、⑥上記の移管とほぼ時期を同じくして、ＭとＧと

の間の成功報酬に関する契約書（本件覚書、作成日付を平成１３年１２月

まで遡及させたもの）、Ｇと滞納会社との間の業務委託（アクティビスト

業務）に関する契約書、Ｍと滞納会社との間の業務委託（保守業務）に関

する契約書、Ｍと原告との間の業務委託（紹介及び保守業務）に関する契

約書（作成日付を平成１２年１２月まで遡及させたもの）がそれぞれ作成

されたこと、⑦滞納会社は、上記各契約書の内容に従い、平成１６年７月

以降、Ｇから、通常報酬の支払を受けるようになり、また、平成１７年１

月以降、Ｍから、通常報酬の支払を受けるようになったこと（弁論の全趣

旨）が認められる。 

そして、前記前提事実（４）及び（５）のとおり、⑧上記各契約書には、

本件成功報酬に関する条項が置かれており、その内容は、ＭはＧに対して

本件成功報酬のうち６０パーセントを支払うこと、Ｇは滞納会社に対して
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上記６０パーセントのうち８０パーセントを支払うこと、Ｍは滞納会社、

Ｒ及び原告が扱う出資者に関する紹介及び保守業務に関して合計で本件成

功報酬のうち４０パーセントを支払う旨のものであったこと、⑨滞納会社

は、平成１７年１月以降、Ｇから、本件成功報酬条項に基づく金員を受領

するようになり、また、平成１８年１月以降、Ｍから、本件成功報酬条項

に基づく金員を受領するようになったことが認められる。なお、滞納会社

が、Ｍが収受した本件成功報酬に由来する金員を、平成１６年１０月期以

前の時期において受領していたことを認めるに足りる証拠はない。 

他方、Ｈは、租税回避行為に対する国税局の調査が行われている事案の

存在を聞き及び、Ｍに留保されていた本件成功報酬を国内に移転すること

を了承したが、その方法については確認をしておらず、Ｈの取り分につい

ては、Ｇの株式を４５パーセント取得していることで保全することができ

ると認識していた（乙７２）。 

以上の事情を総合すると、①Ｇ及びその一部を分社化した滞納会社は、

本件投資事業開始当初から、投資顧問業務（アクティビスト業務を含む）

を行っており、その役割は本件投資事業の中核的なものであったというこ

とができるものの、本件成功報酬をＭから受領することの直接の根拠とな

っている本件覚書等は本件投資事業が開始されて３年程度経過した後に作

成されたものであること、また、本件覚書の条項に基づいて受領した本件

成功報酬の６０パーセント相当金額の中には当初の合意においてＨが取得

すべきこととされていた本件成功報酬部分も含まれていたことを勘案する

と、本件覚書等に基づいてＧ及び滞納会社が受領した本件成功報酬の全て

が、本件投資事業における両社の業務の対価であると評価することはでき

ないといわざるを得ない。②また、滞納会社は、アクティビスト業務のほ

かに、保守業務を行っていたとされるところ、保守業務の内容は、既に出

資した投資家に対してファンドの投資運用成果と今後の見通しに関する状
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況を報告するなどして投資を継続してもらう業務にすぎず、他の業務に比

して重要性が劣るものであり、かつ、保守業務に伴う業務報酬（通常報酬）

を得ていた時期は平成１７年１月以降であって短期間であるにもかかわら

ず、滞納会社が本件成功報酬条項に基づいて保守業務に関して受領した金

額は約１２億円であって、本件成功報酬の１割弱にも及ぶことを勘案する

と、上記の金額が本件投資事業における滞納会社の保守業務の対価である

と評価することはできないといわざるを得ない。 

加えて、本件覚書等に基づくと、Ｍが収受した本件成功報酬は、全てＧ、

滞納会社、原告などの成功報酬として移転され、Ｍには本件成功報酬が全

く留保されないことになるが、このような事態は、ＭがＬのゼネラル・パ

ートナーの立場にあって、ファンドに関する各種業務の本来的な委託者で

あることに照らすと、Ｍがその業務の多くを外注していたという事情を考

慮したとしても、独立企業間における取引としては異常なものであるとの

評価を免れない。 

（３） Ｌの手仕舞いに伴う利益分配状況等について 

前記前提事実（６）及び（７）のとおり、①Ｃは、平成１８年６月に刑

事訴追を受け、Ｌを手仕舞いすることとしたこと、②それに伴い、Ｈは、

平成１８年５月頃、保有していたＧの株式と滞納会社の株式をそれぞれＧ

と滞納会社に売却し、その結果、実質的には本件成功報酬の２０パーセン

ト（ＨのＭの出資割合）に相当する金員を得たこと、③また、Ｅは、平成

１８年４月頃、滞納会社の株式を取得した上、同年９月にこれを原告に売

却し、その差額相当の金額（約１５億円）を得て、実質的には本件成功報

酬の約９.５パーセントに相当する金員を得たこと、④Ｄは、成功報酬の形

でＭから支払を受けていたＲ及びＳの株式を平成１８年９月から１２月に

かけて売却し、合計約９億円の金員を得たこと（なお、Ｄは、ほかに、Ｍ

からＲを経由して約１３億円を得たことがうかがわれ、これを合わせると、
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実質的には本件成功報酬の約１４パーセントに相当する金員を得たことと

なる。）、⑤Ｃは、原告の唯一の株主であり、かつ、原告は、平成１８年

１０月期末において滞納会社の唯一の株主であったことから、Ｃは、実質

的にみて本件配当に相当する金額の利益を享受する立場にあったことが認

められる。 

以上の事情を総合すれば、Ｌの手仕舞いに伴い、ＣらとＨは、当初配分

合意における配分割合どおりではないものの、それとは大きな齟齬がない

内容において、本件成功報酬の配分を行ったものということができる。 

（４） 本件修正申告及び本件更正処分について 

前記前提事実（８）のとおり、本件配当後、Ｃ、Ｄ、Ｇ、滞納会社、原

告などについて税務調査が行われ、Ｃは、本件訴訟における原告の主張と

同様の意見を述べていたが、結局、課税庁が示した本件係争売上金額等を

減算すべきであるとの見解に従い、個人の所得税の修正申告を行ったほか、

滞納会社は平成１７年１０月期の法人税について本件修正申告を行うこと

とし、減額更正となる平成１８年１０月期の法人税については本件更正処

分が行われ、原告の法人税についても減額更正が行われたことが認められ

る。上記のような税務調査の内容とその後のＣや滞納会社の対応ぶりに加

えて、滞納会社と原告は、いずれもＣの主導の下で本件投資事業に関与し

ていた会社であることを勘案すると、本件修正申告がされたことは、原告

においても、課税庁の上記の見解を事実上受け入れていたと評価すること

ができる。 

（５） 小括 

以上のとおり、平成１３年に本件投資事業が開始された当初、ＣらとＨ

との間では、Ｍが収受すべき本件成功報酬についての配分の合意（当初配

分合意）があったことが認められ、その後、平成１６年になって、Ｍ、Ｇ、

滞納会社等との間で本件成功報酬条項を含む契約書が作成されたものの、



 

 53 

本件成功報酬条項に基づいて滞納会社が受領した本件成功報酬については、

これを滞納会社の業務の対価たる売上であると評価することには困難があ

る一方、その後、Ｌの手仕舞いに際しては、当初配分合意と大きな齟齬が

ない内容において本件成功報酬が配分され、本件配当後に行われた税務調

査において、Ｃは、本件係争売上金額等を減算する内容での本件修正申告

等を行うに至ったというのである。これらの点を総合勘案すれば、Ｌの手

仕舞いの時点においても、当初配分合意はなお存続していたと評価すべき

であり、本件成功報酬条項に基づく成功報酬（本件係争売上金額）を滞納

会社の売上として計上することには合理性がないというべきである。 

上記と異なる原告の主張は、採用することができない。 

（６） 原告の主張について 

ア 原告は、Ｄ及びＥについては、Ｍへの出資者であるのに、所得税の課

税が行われておらず、Ｄ及びＥの支配下にあるＲ等の法人税についても、

売上の減算を前提とした更正処分が行われていないこと、また、Ｈにつ

いても同様であることからして、売上の減算は不合理であると主張する。 

しかしながら、Ｃの支配下にあったＧ、滞納会社及び原告と、そうでは

ない会社とでは、本件成功報酬の取扱いに関する事情を異にし、売上につ

いての評価も異なったものとなる可能性があるのであるから、それに伴っ

て課税関係を異にするとしても、本件における判断を直ちに覆すに足りる

ものとまではいえない。したがって、原告の上記主張は採用することがで

きない。 

イ 原告は、本件修正申告は、東京国税局の一方的に算定し指定してきた

金額をそのまま書き写して行われたもので、Ｃがこれに応じたのは、刑

事事件において実刑判決を受けて控訴中であるなどの状況にあったこと

によるものである旨主張する。 

しかしながら、前記前提事実（８）のとおり、本件修正申告等に至るま
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での間、東京国税局とＣとの間では本件係争売上金額等の減算の当否等を

巡って明示的な意見の相違があり、Ｃは、複数回にわたって自己の意見を

述べて東京国税局の説得を図ったが、最終的には東京国税局が示した数値

に従って本件修正申告等に及んだことからすると、本件修正申告等につい

て上記（４）のとおり評価することは妨げられないというべきである。し

たがって、原告の上記主張は採用することができない。 

ウ 原告は、業務委託契約が存在するにもかかわらず、業務の提供と報酬

との間に対価関係がないとする被告の主張は、少なくとも租税法上の評

価としては、当該契約の有効性を否認するものであるが、このような否

認は許されない旨主張する。 

しかしながら、本件における争点は、徴収法３９条にいう「第三者に利

益を与える処分」に当たるか否かを判断する前提として、滞納会社が本件

配当の時点において計上していた売上が合理的なものと評価されるべき

か否かという点にすぎず、本件成功報酬条項の有効性それ自体ではないか

ら、いわゆる事実認定による否認の許否が問題となる場面ではない。した

がって、原告の上記主張は採用することができない。 

３ 本件配当の「第三者に利益を与える処分」該当性について 

（１） 上記２のとおり、本件係争売上金額を滞納会社の売上として計上するこ

とについては合理性を欠くと認められるところ、滞納会社の損益計算上、

平成１７年１０月期売上が減少すれば、その分だけ同期における当期未処

分利益の額が減少し、翌期への繰越利益も減少するという関係にあり、ま

た、平成１８年１０月期売上が減少すれば、その分だけ同期における当期

純利益の額が減少するという関係にある（前記前提事実（７））から、本

件配当の原資となった利益剰余金には、過大売上分が含まれているという

ことができる。 

（２） 前記前提事実（７）のとおり、①滞納会社は、本件配当に先立ち、資本
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金の額を１０００万円に減少するとともに、資本準備金を取り崩し、約５

億円を資本剰余金に振り替え、資本剰余金を約１２億円としたこと、②滞

納会社の平成１８年１０月期末における資産の額は約１９４億円であった

ところ、本件配当はその大部分である約１８８億円を唯一の株主である原

告に支払うものであったことが認められる。このような配当は、株式会社

が正常に営業を継続している場合においては想定し難く、実質的には、解

散に伴う残余財産の分配に類する行為であるということができる。 

また、本件配当中に含まれる過大売上分は、もともと、Ｍに留保されて

いた利益に由来するものであるところ、前記前提事実（７）のとおり、こ

の利益については、原告が本件配当金を受領するまでの過程において税負

担が生じることなく、原告が取得することができるという結果が生じてい

た。 

上記（１）の点に加えて、これらの点をも考慮すれば、本件配当中に含

まれる過大売上分は、株主に異常な利益を与え、実質的にみてそれが必要

かつ合理的な理由に基づくものとはいえないものと評価すべきことが明ら

かである。 

（３） 以上のとおり、本件配当には、本件係争売上金額に相当する過大売上分

が含まれ、本件配当を行うことが、滞納会社の株主に異常な利益を与え、

実質的にみてそれが必要かつ合理的な理由に基づくものとはいえないと評

価することができるから、その余の点（争点２）について判断するまでも

なく、本件配当は、本件係争売上金額に係る部分の限度において「第三者

に利益を与える処分」に当たるというべきである。 

４ 本件告知処分の適法性 

滞納会社の本件滞納国税は、滞納処分を執行してもなおその徴収すべき額に

不足すると認められ（前記前提事実（９））、その不足すると認められること

が、平成１８年１１月２４日に行われた本件配当という第三者に利益を与える
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処分に基因することは明らかであるから、滞納会社の特殊関係者である原告（前

提事実（６））は、本件係争売上金額７５億２８１４万９３７６円の限度にお

いて、本件滞納国税の第二次納税義務を負う。本件告知処分に先立ち、処分行

政庁がいったん配当金返還請求権の差押えを行ったがその後解除をしたこと

（前記前提事実（９））は、上記判断を左右するものではない。 

したがって、本件告知処分（ただし、本件裁決により一部取り消された後の

もの）は適法である。 

５ 結論 

よって、原告の請求は理由がないから棄却することとし、訴訟費用の負担に

つき行政事件訴訟法７条、民事訴訟法６１条を適用して、主文のとおり判決す

る。 
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